
新 潟 県 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 新 潟 県 内 に Ｕ ・ Ｉ タ ー ン に よ り 就 職 す る も の で

あ っ て 、 柏 崎 市 内 に 賃 貸 住 宅 を 契 約 し 居 住 す る も の に 対 し 、 家 賃 を

補 助 す る た め 、 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 （ 以 下

「 補 助 金 」と い う 。）を 交 付 す る こ と に つ い て 、新 潟 県 柏 崎 市 補 助 金

等 交 付 規 則 （ 昭 和 ５ ０ 年 規 則 第 ２ ９ 号 ） に 定 め る も の の ほ か 、 必 要

な 事 項 を 定 め る も の と す る 。  

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 当 該 各

号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

⑴  住 民 登 録  住 民 基 本 台 帳 法 （ 昭 和 ４ ２ 年 法 律 第 ８ １ 号 ） の 規 定

に 基 づ き 柏 崎 市 の 住 民 基 本 台 帳 に 登 録 さ れ て い る こ と を い う 。  

⑵  定 住  柏 崎 市 に 住 民 登 録 を 行 っ た 上 で 、 柏 崎 市 に 生 活 基 盤 を 有

し 、 勤 務 先 の 人 事 異 動 等 に よ り 、 柏 崎 市 外 へ 転 出 す る 見 込 み が な

い こ と を い う 。  

⑶  企 業 等  企 業 及 び 事 業 所 又 は 個 人 が 新 た に 開 業 す る 事 業 所 を い

う 。  

⑷  Ｕ タ ー ン 者  柏 崎 市 の 出 身 者 で あ っ て 、 新 潟 県 外 か ら 柏 崎 市 に

住 民 登 録 を し た も の を い う 。  

⑸  Ｉ タ ー ン 者  柏 崎 市 以 外 の 出 身 者 で あ っ て 、 新 潟 県 外 か ら 柏 崎

市 に 住 民 登 録 を し た も の を い う 。  

⑹  民 間 賃 貸 住 宅  建 物 の 所 有 者 等 と の 間 で 賃 貸 契 約 を 締 結 し 、 自

己 の 居 住 の 用 に 供 す る 住 宅 で あ っ て 、 公 的 賃 貸 住 宅 、 社 宅 、 事 業

所 の 寮 、 親 族 所 有 の 住 宅 等 を 除 く も の を い う 。  

⑺  家 賃  民 間 賃 貸 住 宅 の 賃 貸 住 宅 契 約 に 定 め ら れ た 賃 借 料 （ 管 理

費 、 共 益 費 、 駐 車 場 料 金 等 を 除 く 。） の 月 額 を い う 。  

⑻  親 族  ２ 親 等 以 内 の 親 族 を い う 。  

⑼  市 税 等  市 民 税 、 固 定 資 産 税 、 国 民 健 康 保 険 税 、 軽 自 動 車 税 、

上 下 水 道 使 用 料 、 保 育 料 又 は 給 食 費 を い う 。  

 （ 補 助 対 象 者 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 交 付 対 象 者 と な る 者 は 、 親 族 以 外 が 経 営 す る 民 間 賃



貸 住 宅 に 家 賃 を 支 払 う 者 で 、 次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 す る も の と

す る 。  

⑴  Ｕ タ ー ン 者 又 は Ｉ タ ー ン 者 で あ っ て 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 以 降

に 柏 崎 市 内 の 民 間 賃 貸 住 宅 に 居 住 し 、 柏 崎 市 に 住 民 登 録 を し た 者

で 、 住 民 登 録 を し た 時 点 の 年 齢 が ４ ０ 歳 未 満 の も の  

⑵  Ｕ タ ー ン 者 又 は Ｉ タ ー ン 者 で あ っ て 、 柏 崎 市 内 の 企 業 等 に １ 年

以 上 の 雇 用 期 間 が 見 込 ま れ る も の 又 は 個 人 事 業 主 で 柏 崎 市 に 定 住

す る 者 。 た だ し 、 生 活 保 護 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 ） に よ

る 保 護 を 受 け て い る 世 帯 及 び 暴 力 団 等 の 反 社 会 勢 力 関 係 者 を 除 く 。 

⑶  生 計 を 一 に す る 世 帯 全 員 が 納 付 す べ き 納 期 限 の 到 来 し た 市 税 等

を 完 納 し て い る 者  

⑷  国 家 公 務 員 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 １ ２ ０ 号 ） 第 ２ 条 第 ２ 項 に 規

定 す る 国 家 公 務 員 又 は 地 方 公 務 員 法（ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ６ １ 号 ）

第 ３ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 地 方 公 務 員 で な い 者  

⑸  他 の 公 的 制 度 に よ る 家 賃 助 成 を 受 け て い な い 者  

⑹  生 計 を 一 に す る 世 帯 全 員 が 、 過 去 に こ の 要 綱 に よ る 補 助 金 の 交

付 を 受 け て い な い 者  

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 企 業 等 の 人 事 異 動 等 に よ り 市 内 に 定 住

し な い こ と が 明 ら か で あ る と 市 長 が 認 め る 者 は 、 補 助 金 の 交 付 対 象

と し な い も の と す る 。  

（ 補 助 金 の 額 及 び 交 付 期 間 ）  

第 ４ 条  世 帯 １ か 月 当 た り の 補 助 金 の 額 は 、 家 賃 か ら 住 宅 手 当 等 を 控

除 し た 額 の ３ 分 の １ の 額 と し 、 上 限 は ２ 万 円 と す る 。 た だ し 、 算 出

し た １ か 月 当 た り の 補 助 金 の 額 に １ ， ０ ０ ０ 円 未 満 の 端 数 が 生 じ た

場 合 は 、 そ の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 を 補 助 金 の 額 と す る 。  

２  補 助 対 象 者 の 世 帯 に 中 学 生 以 下 の 者 が １ 人 以 上 い る 場 合 （ 以 下 こ

の 項 に お い て「 加 算 要 件 」と い う 。）は 、前 項 の 額 に ５ ，０ ０ ０ 円 を

加 算 す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 月 の 途 中 に 加 算 要 件 を 満 た す こ と に

な っ た と き は 、 そ の 翌 月 分 の 補 助 金 か ら 加 算 す る 。  

３  前 ２ 項 に 規 定 す る 補 助 金 の 交 付 期 間 は 、 最 初 の 交 付 決 定 の あ っ た

月 以 降 の 最 初 に 家 賃 満 額 を 支 払 っ た 月 か ら ２ 年 間 （ ２ ４ か 月 ） を 限

度 と す る 。  



 （ 交 付 申 請 ）  

第 ５ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者 （ 以 下 「 申 請 者 」 と い う 。）

は 、 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書 （ 別 記

第 １ 号 様 式 ） に 次 の 書 類 を 添 え て 、 住 民 登 録 を し た 日 か ら １ 年 以 内

に 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

⑴  雇 用 証 明 書 （ 別 記 第 ２ 号 様 式 ）  

⑵  誓 約 書 （ 別 記 第 ３ 号 様 式 ）  

⑶  世 帯 全 員 の 住 民 票  

⑷  世 帯 全 員 の 納 税 証 明 書 （ 前 住 所 地 の も の ）  

⑸  賃 貸 住 宅 契 約 書 の 写 し 及 び 賃 貸 住 宅 契 約 に 係 る 費 用 が 分 か る も

の の 写 し  

⑹  税 務 署 に 提 出 し た 開 業 ・ 廃 業 等 届 出 書 の 写 し （ 個 人 事 業 主 の 場

合 の み ）  

⑺  そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 書 類  

２  前 項 の 規 定 は 、 ２ 年 度 目 以 後 の 申 請 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合

に お い て 、 前 項 各 号 列 記 以 外 の 部 分 中 「 住 民 登 録 を し た 日 か ら １ 年

以 内 」 を 「 補 助 金 を 受 け る 年 度 の ４ 月 ３ ０ 日 ま で 」 と 読 み 替 え る も

の と す る 。  

 （ 交 付 決 定 ）  

第 ６ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 申 請 が あ っ た と き は 、 そ の 内 容 を

審 査 し 、 補 助 金 を 交 付 す る こ と と 決 定 し た と き は 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー

ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 （ 別 記 第 ４ 号 様 式 ） に よ

り 、 補 助 金 を 交 付 し な い こ と と 決 定 し た と き は 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン

促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 不 交 付 決 定 通 知 書 （ 別 記 第 ５ 号 様 式 ） に よ

り 、 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 （ 申 請 内 容 の 変 更 ）  

第 ７ 条  前 条 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 の 決 定 を 受 け た 者 （ 以 下 「 交

付 決 定 者 」と い う 。）は 、申 請 者 の 内 容 に 変 更 が 生 じ た と き は 、柏 崎

市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 変 更 交 付 申 請 書 （ 別 記 第 ６

号 様 式 ） に 関 係 書 類 を 添 え て 、 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 に 規 定 す る 申 請 に よ り 補 助 金 の 額 又 は 補 助 金 の 交 付

期 間 を 変 更 す る こ と と 決 定 し た と き は 、 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住



宅 支 援 事 業 補 助 金 変 更 交 付 決 定 通 知 書 （ 別 記 第 ７ 号 様 式 ） に よ り 当

該 交 付 決 定 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

３  前 ２ 項 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 期 間 を 短 縮 す る 場 合 に お い て 、

転 居 等 に よ り 家 賃 の 満 額 を 支 払 わ な い 月 が あ る と き は 、 こ れ を 切 り

捨 て る も の と す る 。  

 （ 補 助 金 の 交 付 請 求 書 ）  

第 ８ 条  交 付 決 定 者 は 、 補 助 金 の 交 付 決 定 期 間 の う ち 当 該 年 度 の ４ 月

分 か ら ９ 月 分 ま で を 前 期 分 と し 、 １ ０ 月 分 か ら ３ 月 分 ま で を 後 期 分

と し て 、 前 期 分 は ９ 月 末 日 ま で に 、 後 期 分 は ３ 月 末 日 ま で に 柏 崎 市

Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 実 績 報 告 書 兼 請 求 書 （ 別 記 第

８ 号 様 式 ） に 家 賃 納 入 証 明 書 （ 別 記 第 ９ 号 様 式 ） を 添 え て 市 長 に 提

出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 報 告 が あ っ た と き は 、 そ の 内 容 を 審 査

し 、 交 付 す べ き 補 助 金 の 額 を 確 定 し た と き は 、 柏 崎 市 U・ I タ ー ン

促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 確 定 通 知 書 （ 別 記 第 １ ０ 号 様 式 ） に よ り 通

知 す る と と も に 、 請 求 が あ っ た 月 の 翌 月 の 末 日 ま で に 交 付 決 定 者 の

指 定 す る 金 融 機 関 の 口 座 に 振 り 込 む 方 法 に よ り 交 付 す る も の と す る 。 

 （ 補 助 金 の 返 還 等 ）  

第 ９ 条  市 長 は 、 交 付 決 定 者 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め

る と き は 、 補 助 金 の 交 付 決 定 の 全 部 又 は 一 部 を 取 り 消 す こ と が で き

る 。  

⑴  交 付 決 定 者 が 市 外 へ 転 出 し た と き 。  

⑵  補 助 金 の 申 請 に 関 し 、 偽 り そ の 他 不 正 の 行 為 が あ っ た と 認 め た

と き 。  

⑶  第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に 該 当 す る と 認 め た と き 。  

⑷  市 税 を 滞 納 し て い る と き 。  

⑸  そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め た と き 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 補 助 金 の 交 付 の 決 定 の 全 部 又 は 一 部 を

取 り 消 し た 場 合 に お い て 、 既 に 補 助 金 が 交 付 さ れ て い る と き は 、 補

助 金 の 全 部 又 は 一 部 の 返 還 を 命 ず る こ と が で き る 。  

３  市 長 は 、 前 ２ 項 の 規 定 に よ り 交 付 決 定 者 に 損 害 が 生 じ る こ と が あ

っ て も そ の 賠 償 の 責 め を 負 わ な い 。  



 （ 補 助 金 の 重 複 交 付 の 禁 止 ）  

第 １ ０ 条  補 助 金 の 交 付 を 現 に 受 け て い る 者 又 は 既 に 受 け た 者 は 、 新

た に 補 助 金 の 交 付 を 受 け る こ と が で き な い 。  

 （ そ の 他 ）  

第 １ １ 条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 補 助 金 の 交 付 に 関 し 必 要 な

事 項 は 、 市 長 が 別 に 定 め る 。  

附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 平 成 ２ ８ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 失 効 ）  

２  こ の 要 綱 は 、 平 成 ３ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 限 り 、 そ の 効 力 を 失 う 。 た だ

し 、 補 助 金 の 支 払 に つ い て は 、 平 成 ３ ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で の 間 は 、

新 潟 県 柏 崎 市 Ｕ ・ Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付 要 綱 は 、 そ

の 効 力 を 有 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

３  改 正 後 の 新 潟 県 柏 崎 市 Ｕ  ・Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付

要 綱 の 規 定 は 、 平 成 ３ ０ 年 ４ 月 １ 日 以 後 に 申 請 し た 者 に つ い て 適 用

し 、同 日 前 に 交 付 決 定 を 受 け た 者 に つ い て は 、な お 従 前 の 例 に よ る 。  

附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 決 裁 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 経 過 措 置 ）  

２  改 正 前 の 様 式 で 使 用 に 差 し 支 え の な い も の は 、 当 分 の 間 そ の ま ま

こ れ を 使 用 し 、 又 は 所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。  

附  則  

 （ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 要 綱 は 、 令 和 ２ 年 ７ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 （ 経 過 措 置 ）  

２  改 正 後 の 新 潟 県 柏 崎 市 Ｕ  ・Ｉ タ ー ン 促 進 住 宅 支 援 事 業 補 助 金 交 付

要 綱 の 規 定 は 、 こ の 要 綱 の 施 行 の 日 以 後 に 申 請 し た 者 に つ い て 適 用

し 、同 日 前 に 交 付 決 定 を 受 け た 者 に つ い て は 、な お 従 前 の 例 に よ る 。 



 

別記 

第１号様式（第５条関係） 

年  月  日  

柏崎市長       様 

（申請者）    〒    — 

住  所  

フリガナ 

氏  名           ○印  

電話番号 

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金交付申請書 

 

 柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金の交付を受けたいので、新潟県柏崎市Ｕ・Ｉターン促進

住宅支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

必要箇所を記入し、該当箇所にチェック（☑）をする。 

１ 申請の別 □初回申請      □継続申請  

２ 賃貸住宅家賃 

種類 □アパート □一戸建借家 □その他（        ） 

（１か月の家賃〔管理費、共益費、町内会費、駐車場料金等を除く。〕       円 

－住宅手当等       円）×１/３ 

＝申請月額〔限度額 20,000 円・1,000 円未満切捨て〕①       円 

３ 子育て加算  同一世帯に中学生以下の者がいる。     □ ② ５，０００ 円 

４ 交付申請額  

・賃貸住宅家賃分（①×当該年度申請可能月数   か月分）＝③        円 

・子育て加算分 （②×当該年度申請可能月数   か月分）＝④        円 

合 計（③＋④）＝          円 

５ 転入前の状況 
住所（新潟県外）  

勤務先名称  

６ 転入年月日           年     月     日 

【協力への同意】当該補助金の交付申請に当たり、次のことに協力することに同意します。 

・市から求めがあった場合、定住促進関連調査等への情報提供をすること。 

・市から定住促進関連の案内等の情報提供を受けること。 

□にレ点を記入 

☐ 

 

添付書類 

１ 雇用証明書（別記第２号様式） 

２ 誓約書（別記第３号様式） 

３ 世帯全員の住民票 

４ 世帯全員の納税証明書（前住所地のもの） 

５ 賃貸住宅契約書の写し及び賃貸住宅契約に係る費用が分かるものの写し 

６ 税務署に提出した開業・廃業等届出書の写し（個人事業主の場合のみ） 

７ その他市長が必要と認める書類 



第２号様式（第５条関係） 

年  月  日 

柏崎市長       様 

 

（雇 用 者） 住  所  

名  称    ○印  

 

（被雇用者） 住  所 

氏  名    ○印  

生年月日    年   月   日 

 

 

雇 用 証 明 書 

 

 

 上記の被雇用者について、下記の事項を証明します。 

 

 

記 

 

１ 常用雇用者として雇用していること。 

２ 転勤による柏崎市内への配属でないこと。 

３ 柏崎市外へ転出が必要な人事異動を命じる見込みがないこと。 

４ 雇用者が支給する住宅に関する手当等は、以下のとおりです。 

 ⑴  住 宅  手当  月額               円 

⑵       手当  月額               円 

⑶       手当  月額               円 

 



第３号様式（第５条関係） 

年  月  日 

 

柏崎市長       様 

 

（申請者） 住所 

氏名              ○印  

 

誓 約 書 

 

 

私は、次の事項について、いずれにも該当しないことを誓約いたします。また、次の事項に該当する

こととなった場合には、速やかに届け出るとともに、交付決定の取消しなど、柏崎市の行う一切の措置

について不服申立てを行いません。 

なお、柏崎市が必要な場合には、警察に照会することについて承諾します。照会で確認された情報は、

今後、私が柏崎市と行う他の契約における確認に利用することに同意します。 

 

１ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）が経営に実質的に関与していると認めら

れる企業に勤務する場合又は勤務していた場合 

２ 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は

暴力団員を利用していると認められる場合 

３ 暴力団員と認められる場合 

４ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど暴力団の維持、運営に協力

し、又は関与していると認められる場合 

５ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる場合 

６ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している場合 



第４号様式（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

                 様 

 

柏崎市長              □印  

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで交付申請のあった補助事業について、下記のとおり交付することに決

定したので、通知します。 

 

記 

１ 補助金交付決定額 

交付決定額 

補助金交付決定額       金          円 

賃貸住宅家賃分                  円 

子育て加算分                   円 

 

２ 補助事業に要する経費は、    年  月  日付けによる補助金交付申請書記載のとおりとす

る。 

３ 交付条件は、次のとおりとする。 

⑴ 補助交付の対象となる事業及びその内容は、    年  月  日付けによる補助金交付申請

書記載のとおりであること。 

⑵ 補助事業の内容の全部若しくは一部を変更しようとするとき、又は補助事業を中止しようとする

ときは、速やかに報告し、市長の承認を受けなければならない。 

⑶ 新潟県柏崎市補助金等交付規則及び新潟県柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金交付要綱

の規定を遵守すること。 



第５号様式（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

                様 

 

柏崎市長              □印  

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで交付申請のあった補助事業については、補助金の交付をしないこと

に決定しましたので、通知します。 

 

記 

 

理 由  

 



第６号様式（第７条関係） 

年  月  日 

 

柏崎市長       様 

 

（申請者）    〒    — 

住  所 

フリガナ 

氏  名           ○印  

電話番号 

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金変更交付申請書 

 

年  月  日付け  第   号  で交付決定を受けた柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支

援事業補助金の内容を変更したいので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変 更 の 理 由  

 

 

 

２ 変 更 の 内 容  

 

 

 

３ 既交付決定額  

 

 

４ 変更交付申請額 

 

 

５ 添 付 書 類 

□１ 賃貸住宅契約書の写し 

□２ その他（               ） 

 



第７号様式（第７条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

                   様 

 

柏崎市長              □印  

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金変更交付決定通知書 

 

     年  月  日付けで変更交付申請のあった補助事業について、下記のとおり交付すること

に決定したので、通知します。 

 

記 

 

１ 変更交付決定額 金          円 

 

２ 補助事業に要する経費は、    年  月  日付けによる補助金変更交付申請書記載のとおり

とする。 

 

３ 交付条件は、次のとおりとする。 

⑴ 補助交付の対象となる事業及びその内容は、    年  月  日付けによる補助金変更交付

申請書記載のとおりであること。 

⑵ 新潟県柏崎市補助金等交付規則及び新潟県柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金交付要綱

の規定を遵守すること。 



第８号様式（第８条関係） 

年  月  日 

 

柏崎市長       様 

 

（申請者）    〒    — 

住  所 

フリガナ 

氏  名           ○印  

電話番号 

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金実績報告書兼請求書 

 

年  月  日付け第 号で交付決定を受けた柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金

について、家賃等の支払が完了したので、次のとおり報告し、請求します。 

 

請求額                円 

 

必要箇所を記入し、該当箇所に〇をする。 

交付決定期間 年    月～     年    月 

請求期間 年    月～     年    月 

賃貸住宅家賃補助金額 

                       円 

（申請月額      円×   か月分） 

子育て加算金額 

                       円 

           （5,000 円×   か月分） 

合計（請求額）                        円 

 

補助金の振込先 

金 融 機 関 名 預金種別 普通預金・当座預金 

      銀行 

      信用金庫        本店 

      信用組合         ・ 

      労働金庫        支店 

      農業協同組合 

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

※振込先確認のため、通帳等の口座名義人（フリガナ）記載部分の写しを添付してください。 



第９号様式（第８条関係） 

 

年  月  日 

 

柏崎市長       様 

 

（貸主又は管理者）住所 

氏名              ○印  

（法人の場合は、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名） 

 

 

家賃納入証明書 

 

 

 下記の者に賃貸している物件について、  年  月分から  年  月分までの間における家賃の

未納がないことを証明します。 

 

記 

 

借 主 氏 名   

賃貸物件住所  

住宅の名称   

家 賃 の 額  

月額              円 

（管理費、共益費、町内会費又は駐車場料金を除く。） 

 



第１０号様式（第８条関係） 

第     号 

年  月  日 

 

         様 

 

柏崎市長              □印  

 

 

柏崎市Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業補助金確定通知書 

 

年  月  日付けで実績報告のあった補助事業に対する補助金について、下記のと

おり確定したので、通知します。 

 

記 

 

１ 交付決定額     金       円（うち交付済額       円） 

 

２ 今回の確定額    金       円 

 

３ 補助金の交付予定日は、この確定通知の日から起算して３０日後とする。 


